
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )
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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

令和04年06月24日(金)

保険年金課 担当係 国保給付係 管理番号 3117国民健康保険給付事業

みんなで創る協働のまち

行財政運営の推進

令和2年度

総務費 総務管理費

総務費 総務管理費

被保険者。

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

２．事業費（投入コスト）

区分 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事
業
費 地方債 0 0

17,815,613,383 10,690,917,414 10,396,000,907

年度別計画

11,524,474,000 10,896,975,000

事務事業評価表
１．基本事項

大項目

小項目

6

国民健康保険法等に基づき、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して、医療の給付又は療養費及び高額療養費等
の支給をする。

担当課

県支出金 421,478,000 10,465,841,531 10,275,717,170 9,667,957,597 10,502,135,039 10,578,645,000

0

0

52,451,934

8,772,634,531

保険給付費

一般管理費

事務事業

3

事業概要

98,654,000

70,779,000

0

決算額

国支出金

中項目 2 将来に向けた持続可能なまちづくり

0 0

6,371,448,656 68,045,375 48,414,429 56,485,388

18,110,854,000

2,250,052,196 456,000 4,001,000 79,000 26,000

156,574,508 67,868,308 83,573,906

単位：円

70,506,726

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

35,695,403,516 21,441,834,048

17,879,790,133 10,750,916,634

8.25 7.71 4.13 5.16 2.25

20,825,475,464

10,429,474,557

2.15

17,482,398

10,765,560,398

9,850,077,651 17,464,309

19,658,173,542 10,642,584,008

令和4年度

36,088,915

1,785,500

9,042,085,944

64,932

前年度決算額（円）

特別会計

特別会計

目

保険給付費

特別会計

特別会計

特別会計

一般被保険者療養給付費

退職被保険者等療養給付費

一般被保険者療養費

総
合
計
画

主要プロジェクト 0 (未使用）

国民健康保険保、国民健康保険法施行法、国民健康保険法
施行令、国民健康保険法施行規則、深谷市国民健康保険条
例、深谷市国民健康保険に関する規則

根拠法令
個別計画等

事業区分 ■ □

目的
※何のために

医療費適正化事業

退職被保険者等療養給付事業

一般被保険者療養費給付事業

療養諸費

連合会負担金 連合会負担金

社会保障及び国民保険の向上に寄与するため。国民健康保険法に基づく医療給付等を行い、被保険者が安心して医療を
受けられる。

対象
※誰・何を対象に

80,395,572

区分 款

手段
※どのように

被保険者が医療機関等へ受診するなどした場合の医療費等につして、自己負担額を除く分を給付する。

成果
※何を求めるか

被保険者に対し、必要な給付を行う。

項

作成日

細事業名

一般被保険者療養給付事業

令和3年度

療養諸費

事務事業を
構成する
予算事業

9,808,095,891 10,625,119,699 0

10,748,078,00010,788,303,000 11,158,551,000

本事業の
主な業務

執行体制

療養諸費

保険給付費

移送費の支給（一般被保険者・退職被保険者）

高額療養費の貸付

葬祭費の支給

出産費資金の貸付

審査支払手数料の拠出

療養給付費の支給

高額療養費支給

特別療養費の支給

療養費の支給

入院時食事療養費（差額支給）

出産育児一時金の支給

レセプト点検業務



実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

　

３．評価指標
目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

被保険者数の増減は受動的であるため目標値は設定不可/各月末被保険者数の合計÷１２月

人

単
位

035011 34246

評価者 国保給付係長　清水　正史

区分 評価の観点 評価 評価理由

４．観点別評価

令和
4年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

令和
2年度

令和
3年度

36445

100

10538.7

事業費の増減は受動的であるため目標値は設定不可／総事業費÷被保険者数（年度末）

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できている
か。
・民間委託や他事業との統合・連携が可
能か。

レセプト点検業務を委託することにより、内部事務の効率化を図ることがで
きた。

A

A

支給すべき医療費等については円滑に支給を行った。

成果

100

百万
円

実績値

目標値

実績値

目標値

9705.57

効率指標１

活動指標２

活動指標３

成果指標１

評価理由・指標数値の推移
年度平均被保険者数は減少傾向にある。保険給付額、保険給付件数ともに増
加している。

100 0

0

33511

10620.67 10521.43 10307.63

38164

保険給付者数の増減は受動的であるため目標値は設定不可／年報数値

評価評価の観点区分

100 100100

609.65 599.83

100 100

件

目標値

実績値

区分

年度平均被保険者数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

保険給付額（療養給付費・療
養費・高額医療費）

保険給付件数（療養給付費・
療養費・高額医療費）

目標値

実績値

受給すべき医療費等について
支給した件数の割合

被保険者１件当たり事業費

0

％

千円

滞りなく支給していることを成果とした／支給件数÷支給すべき件数

482.75 304.05 304.42 317.55 317.75

100 100

保険給付件数の増減は受動的であるため目標値は設定不可／年報数値

588.09 527.24 554.37 0

目標値

実績値の算出式

100

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 国保給付係長　清水　正史

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

B

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

■ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

７．改善改革プラン・今後の課題

令和4年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

８．評価指標グラフ

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

支給すべき医療費等は、支障なく支給することが出来ている。医療費の適正
化に関する事業への取り組みを引き続き行うこととする。

令和2年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

評価者 保険年金課長　田村　恵

評価の内容説明

3117事務事業 国民健康保険給付事業 担当課 保険年金課 担当係 国保給付係 管理番号

区分 活動指標１ 指標名 年度平均被保険者数

令和5年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

区分 活動指標２ 指標名 保険給付額（療養給付費・療養費・高額医療費）

0

20000

40000

60000

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

0

5000

10000

15000

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


